様式第１号
令和8年度（令和7年度補正予算繰越）医薬品安定供給支援補助金
「医薬品卸業者に対する継続的な安定供給支援事業」
事業計画書（安定供給適正化・地域貢献事業用）

年　月　日

厚生労働大臣　殿

	申請者
	住所
	

	
	氏名又は名称
	

	
	代表者
	



１．事業者の名称等
（複数の事業者が連携し、共同で効率化計画を策定・実施する場合には、代表者を決定した上で、代表者の情報を記載し、その他の事業者の情報は任意の様式で別添として添付すること。また、３．以降はそれぞれの役割が分かるように記載すること。）
	申請者の氏名又は名称
	

	代表者名（申請者が法人の場合）
	

	資本金の額又は出資の総額
	

	常時使用する従業員の数
	

	法人番号（申請者が法人の場合）
	

	医薬品卸売販売業を有する拠点数
	



	担当者
	部署
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	


２．該当する取組（公募要領2．（3）①）を選択してください。（複数選択可能）
	□
	ア　自社における流通の効率化及び省人化の推進に資する取組

	□
	イ　需給調整（出荷調整や代替品の確保等）業務の効率化に資する取組

	□
	ウ　過剰発注の防止等、適正な受発注を効率的に実施するための取組

	□
	エ　共同配送、適正在庫管理支援その他地域医療への貢献に資する取組

	□
	オ　地域における医療機関・薬局が行う高額医薬品等の適正な在庫管理を支援することにより、医薬品の廃棄量削減等の地域コストの削減に資する取組



３．事業計画の概要（400字以内）（以下３－１から３－７に記載した内容の要約）
	






　 　　※　上記２．で選択した取組の概要を記載してください。３は総論であり、以下３－１から３－７は、
３を具体的に記載していただくイメージとなります。

３－１．事業計画
	[bookmark: _Hlk224235079]






※　上記２．で選択した取組に具体的に取り組むにあたり、必要となるシステム構築・改修、ロボット・AI等の設備等整備、アプリケーションの導入、新たなデータベース整備・増設等（以下「システム構築等」という。）による新たな機能等がどんなものなのか、システムや設備等の仕様の詳細ではなく、事業計画においてどのように活用されるものなのかを分かりやすく記載すること。
※　当該取組を実施することにより、安定供給の適正化・強靱化に向けて期待される効果についても記載（考えられる効果指標があればそれについても記載）すること。


３－２．業務効率化及び地域コスト削減等に関する数値目標
＜数値目標＞
	指標項目
	現状値
	目標値
	削減数・削減率
	達成時期

	例）職員１人当たりの
業務量（※１）
	
	
	
	

	例）廃棄医薬品の
削減数量（※２）
	
	
	
	

	現状値の算出方法
	

	目標値算出の根拠
	


 ※１　安定供給適正化・地域貢献事業のうち、ア～エの取組を実施する場合には、原則、以下の３つの数値目標から１つ以上を選択して「定量的な数値目標」と「目標算出の根拠」について記載すること
①　当該取組による職員１人当たりの業務量の削減数・削減率
②　当該取組による業務全体のリードタイムの削減数・削減率
③　上記以外の当該取組による業務効率化にかかる項目についての削減数・削減率
※２　上記２．のエ又はオの取組を実施する場合には、地域コスト削減等の効果について、原則、以下の４つの指標から１つ以上を選択し、「定量的な数値目標」と「目標値算出の根拠」を記載すること。
①　当該取組による「地域における廃棄医薬品の削減数量・率」
②　当該取組による「地域における急配の削減回数・率」
③　当該取組による「地域における返品の削減数量・削減品目数・削減返品率」
④　上記①～③以外の当該取組による地域コストの削減数量・率
※　現状の数値と目標値を比較する必要があるため、必ず現在の数値も記載すること
※　必ず、数値目標の達成時期を記載すること。

３－３．サイバーセキュリティ対策
	[bookmark: _Hlk224422495]




　※　本事業でシステム構築等を実施する場合には、講じるサイバーセキュリティの内容について簡潔に記載すること



[bookmark: _Hlk224423399]３－４．新たな機能を活用した業務プロセス及び医療機関・薬局等との連携プロセス
	・業務プロセスの構築予定の有無（□有　□無）

	・「有」の場合、その内容


	・連携プロセスの構築予定の有無（□有　□無）

	・「有」の場合、その内容



※　より適正な安定供給に資する業務プロセス（例：受発注業務手順、過剰発注の防止手順、適正な出荷調整手順等）の構築予定の有無を記載すること。構築する場合は、その内容及び事業実施後の改善点を記載すること。
※　構築するシステム機能やデータベース等を活用し、地域コストの削減等に向けて医療機関・薬局等と連携するプロセスの構築予定の有無を記載すること。構築する場合は、その内容、関係者の役割及び構築の進め方を記載すること。
※　必要に応じて、地域の行政機関、医師会・薬剤師会等との連携内容や、取組の地域への波及・普及を見据えた内容があれば記載すること。


３－５．事業スケジュール（採択日から令和9年3月31日まで）
	[bookmark: _Hlk234506178]取組内容
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	取組内容
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※　取組内容ごとに、採択日以降の工程をガントチャート等により記載し、時系列で実施計画が把握できるようにすること。


３－６．実施体制
	（実施体制図（記載例））
本事業を円滑に遂行するための実施体制が十分かどうかについてご説明ください。
・担当者の氏名・役職・役割分担・経歴・知見等を記載すること。
・本補助事業実施中の実施体制が分かるように記載すること。

	・本補助事業実施中の業務実施体制メンバー
氏名
役職
役割

（記載例）
・氏名・役職
・本事業における役職名
・本事業における役割


メンバー
氏名
役職
役割
メンバー
氏名
役職
役割
リーダー
氏名
役職
役割





３―７．【任意記載】地域フォーミュラリへの協力の状況について
	・　地域フォーミュラリの推進への協力について実績がある場合は、以下の※印について任意で記載する。

	




※　地域の医療機関・薬局又は医師会・薬剤師会等による地域フォーミュラリの作成・運用に対し、流通データの提供等の協力実績がある場合には、フォーミュラリの数、地域、協力内容及び頻度等を簡潔に記載すること。

４．事業に必要な経費（共同申請の場合は事業者ごとの予算記入）
　(１) 収入 
 （単位：円）
	項　　　目
	金　　　額

	自己資金
	

	起債又は借入金（※１）
	

	その他
	

	医薬品安定供給支援補助金
（医薬品卸業者に対する継続的な安定供給支援事業）
	

	上記以外の補助金（※２）
	

	合計
	


※１ 当該起債又は借入に関する資金計画（資金調達先、返済計画等）について分かる資料（親会社や出資企業等がある場合はその会社の財務資料など）を添付すること。また、補助事業で取得した財産に抵当権（但し交付決定後に限る。また根抵当は認められない。）を設定する予定の場合は、以下にその旨を記載すること。
【上記の補足説明】
	



※２ 医薬品安定供給支援補助金（医薬品卸業者に対する継続な安定供給支援事業）以外を検討している　場合には、以下に助成者、制度名、助成内容等を記載すること。
(２)支出
（単位：円）
	
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	経費の負担区分

	
	
	
	補助事業者の負担額
	補助金交付申請額

	システム関係費
	
	
	
	

	設備費
	
	
	
	

	そ　の　他
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


※　補助対象経費は、公募要領に定める実施期間内に契約、履行及び支払が完了するものに限る。
（３）投資計画（共同申請の場合は申請者ごとに記入。ただし費用負担のない共同申請者は、表を省略することができる。以下同じ。）
[bookmark: _Toc65855933]（共同申請の場合）事業者名　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項目
	経費
	参考

	【補助対象分】
	　　
	　

	システム関係費
	　　
	　

	例）●●システムの構築
	
	見積書①
Ｐ●●

	例）●●システムの改修
	
	見積書②
Ｐ●●

	設備費
	
	

	例）●●機器
	
	見積書③
Ｐ●●

	例）●●機器
	
	見積書④
Ｐ●●

	小計ａ
	　　
	　

	【補助対象外分】
	　　
	　

	システム関係費
	　
	　

	例）●●システムの構築
	　
	　

	例）●●システムの改修

	　
	　

	設備費
	
	

	例）●●機器
	
	

	例）●●機器
	
	

	その他
	　　
	　

	小計ｂ
	　　
	　

	合計（a+b）
	　　
	　


※１　記載例のとおり費目ごとに書くこと
※２　適宜、行は追加すること

1
様式第２号
令和８年度（令和７年度補正予算繰越）医薬品安定供給支援補助金
「医薬品卸業者に対する継続的な安定供給支援事業」
事業計画書（災害時業務継続支援事業用）
年　　月　　日
厚生労働大臣　殿
	申請者
	住　所
	

	
	氏名又は名称
	

	
	代 表 者
	



1　事業者の名称等
	申請者の氏名又は名称
	

	代表者名（申請者が法人の場合）
	

	資本金の額又は出資の総額
	

	常時使用する従業員の数
	

	法人番号（申請者が法人の場合）
	

	医薬品卸売販売業を有する拠点数
	



	担当者
	部署
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	




2　事業計画
※　購入を予定している災害用備品を公募要領に示す対象備品から選択し、備品ごとに「購入目的」、
「備品配置予定の営業所」、「当該営業所の選定理由」及び「購入数量」が分かるよう記載してください。
※　複数の営業所に配置する場合は、営業所ごとの選定理由及び数量が分かるよう記載してください。
※　購入する備品の概要が分かる資料（パンフレット等）を添付してください。
	対象備品
	購入目的
	備品配置予定の営業所
	営業所の選定理由
	購入数量

	災害用衛星電話
	
	
	
	

	医薬品保冷用
バッテリー内蔵バック
	
	
	
	



【事業計画に関する補足事項】
	




3　事業に必要な経費
（1）補助基準額の算定
※　補助基準額は、公募要領に定める基準単価に算定数量を乗じて算出してください。補助金額は補助基準額の2分の1　です。
※　医薬品保冷用バッテリー内蔵バックの算定数量は10個を上限とします。
（単位：千円）
	対象備品
	基準単価
	算定数量
	補助基準額
	補助金額（1/2）

	災害用衛星電話
	200
	営業拠点数（　拠点）
	
	

	医薬品保冷用
バッテリー内蔵バック
	500
	購入数量（　個）
※上限10個
	
	

	合計
	
	
	
	



（2）事業に必要な経費
（単位：千円）
	対象経費
	支出予定額
	補助金交付申請額
	算出内訳

	災害用衛星電話
	
	
	

	医薬品保冷用
バッテリー内蔵バック
	
	
	

	合計
	
	
	


※　補助金交付申請額は、公募要領に定める補助率及び補助上限の範囲内で記載してください。
※　補助対象経費は、公募要領に定める実施期間内に契約、履行及び支払が完了するものに限ります。
※　必要に応じて見積書その他積算根拠が分かる資料を添付してください。

様式第３号
令和８年度（令和７年度補正予算繰越）医薬品安定供給支援補助金
「医薬品卸業者に対する継続的な安定供給支援事業」
事業計画書（医薬品供給体制高度化事業用）
年　　月　　日
厚生労働大臣　殿
	申請者
	住　所
	

	
	氏名又は名称
	

	
	代 表 者
	



1　事業者の名称等
※　複数の事業者が連携して実施する場合は、代表者を定めた上で代表者の情報を記載し、その他の事業者の情報は任意様式で別添してください。以降の各欄は、それぞれの役割分担が分かるよう記載してください。
	申請者の氏名又は名称
	

	代表者名（申請者が法人の場合）
	

	資本金の額又は出資の総額
	

	常時使用する従業員の数
	

	法人番号（申請者が法人の場合）
	

	医薬品卸売販売業を有する拠点数
	

	応募区分（様式第7号と一致）
	



	担当者
	部署
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	




2　該当する取組
※　公募要領2．（3）③に掲げる取組のうち、該当するものを選択してください（複数選択可）。
□ カ　医薬品供給ネットワークの再構築に資する取組
□ キ　医療機関、薬局、卸拠点等の間における需給・在庫情報の共有及び活用に資する取組
□ ク　離島、へき地等における共同配送・共同在庫その他地域連携型の物流高度化に資する取組
□ ケ　特殊な管理を要する医薬品等の安定供給体制の高度化に資する取組
□ コ　供給途絶リスクを踏まえた供給継続体制の強化に資する取組
□ サ　その他、地域における医薬品供給体制の高度化等に資する取組
3　事業計画の概要（400字以内）
※　現状の課題、事業全体の構想、令和8年度に実施する内容、最終的に目指す供給体制や効果を要約してください。
	








3－1　現状の課題及び目指す医薬品供給体制
※　対象地域、対象となる医療機関・薬局等、現在の供給上の課題及びその発生要因を具体的に記載してください。
※　事業完了時にどのような供給体制を実現するのか、自社内の効率化にとどまらず、地域全体の供給体制の維持・高度化等の観点から記載してください。
	項目
	記載内容

	対象地域・対象範囲
	


	現状の課題
	


	課題の発生要因
	


	最終的に目指す供給体制
	



3－2　事業全体の構想及び複数年度計画における令和8年度事業の位置付け
※　様式第6号の複数年度事業計画書と整合するよう、事業全体の構想、各年度の関係及び令和8年度に実施する工程の必要性を記載してください。
	








3－3　期待される効果及び数値目標
※　医薬品の安定供給、流通の効率化、地域への貢献その他の効果について、可能な限り定量的な数値目標を設定してください。
※　現状値、目標値、算出方法、目標値の根拠及び達成時期を記載してください。指標は事業内容に応じて追加・変更できます。
	効果区分
	指標項目
	現状値
	目標値
	改善数・改善率
	達成時期

	安定供給
	
	
	
	
	

	流通効率化
	
	
	
	
	

	地域波及
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	



	項目
	記載内容

	現状値の算出方法
	

	目標値算出の根拠
	

	事業効果の測定・検証方法
	




3－4　構築・導入するシステム、設備、ネットワーク等の概要及び活用方法
※　仕様の羅列ではなく、どの課題に対し、どの機能をどのように活用するかを記載してください。
	区分
	名称・概要
	主な機能
	対象課題との関係
	活用主体・対象範囲

	システム・
データ基盤
	
	
	
	

	設備・機器
	
	
	
	

	ネットワーク・連携基盤
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	


3－5　導入後の業務プロセスの改善内容
※　現行業務と導入後業務の違い、受発注、需給調整、在庫配置、配送、関係者間の情報共有等がどのように改善するかを記載してください。
	対象業務
	現行プロセス・課題
	導入後プロセス
	改善効果

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	




3－７　サイバーセキュリティ対策
※　システム又はデータベース等を構築・改修する場合は、アクセス管理、認証、バックアップ、脆弱性対策、インシデント対応等、事業内容に応じて講じる対策を記載してください。
	対策項目
	具体的な対策内容
	実施主体・運用方法

	
	
	

	
	
	

	
	
	




3－８　令和8年度に履行する範囲、成果物及び成果確認方法
※　複数年度計画全体から令和8年度分を明確に区分し、令和8年度中に契約、履行、支払及び成果確認が可能な範囲を記載してください。
※　令和9年度以降の工程に係る前払金、予約金又は年度内に完了しない役務は補助対象外です。
	令和8年度の工程・作業
	具体的な成果物
	完成・検収基準
	成果確認方法
	年度内完了予定日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


3－９　事業スケジュール
※　採択日から令和9年3月31日までの範囲で、取組内容ごとにガントチャート等により実施時期が把握できるよう記載してください。
	取組内容
	採択後
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




3－10　実施体制
※　事業責任者、担当者、外部委託先、連携先等について、役割分担、知見、意思決定及び進捗管理の体制が分かるよう記載してください。
	所属・組織
	氏名・役職
	本事業における役割
	主な経験・知見

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


3－11　補助事業終了後の運用及び継続性
※　補助事業終了後の運営主体、維持管理、費用負担、更新・改修等を記載してください。様式第6号の運営計画と整合させてください。
	項目
	記載内容

	運営主体・責任体制
	

	維持管理・運用方法
	

	費用負担・財源
	

	更新・改修の考え方
	

	補助終了後も
継続できる理由
	




3－12　第一次公募との相違点
※　第一次公募に応募又は採択された事業がある場合は、本事業との目的、対象、工程、成果物及び効果の違いを具体的に記載してください。
※　第一次公募で採択された設備・システム等の単なる追加購入、数量増、補助額の補填又は単なる横展開ではないことが分かるよう記載してください。第一次公募への応募がない場合は、その旨を記載してください。
	比較項目
	第一次公募事業
	今回の高度化事業
	相違点

	目的
	
	
	

	対象地域・対象者
	
	
	

	導入設備・システム等
	
	
	

	工程・成果物
	
	
	

	期待される効果
	
	
	


3－13　その他特記事項
※　許認可、関係法令、データ利用、個人情報保護、調達上の制約その他事業実施上の重要事項がある場合は記載してください。
	








4　事業に必要な経費
※　共同申請の場合は、事業者ごとの費用負担が分かるよう記載してください。
（1）収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項目
	金額

	自己資金
	

	起債又は借入金
	

	その他
	

	医薬品安定供給支援補助金（医薬品卸業者に対する継続的な安定供給支援事業）
	

	上記以外の補助金
	

	合計
	


※　借入を予定する場合は、資金調達先、返済計画等が分かる資料を添付してください。
※　他の補助金等を検討している場合は、助成者、制度名、助成内容等を記載してください。
（2）支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助事業者負担額
	補助金交付申請額

	システム関係費
	
	
	
	

	設備費
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


※　公募要領に定める補助対象経費及び補助対象外経費を確認の上、区分してください。


（3）令和8年度投資計画
※　補助対象分と補助対象外分を区分し、費目ごとに記載してください。共同申請の場合は申請者ごとに作成してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
	区分
	費目
	具体的な投資内容
	経費
	見積書等の参照

	補助対象分
	システム関係費
	
	
	

	
	設備費
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	補助対象外分
	システム関係費
	
	
	

	
	設備費
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	合計
	
	
	


※令和9年度以降の工程、将来年度分の前払金、予約金又は年度内に完了しない役務に係る経費は含めないでください。
※複数年度全体の投資計画は様式第6号に記載し、本欄は令和8年度の補助事業に係る投資内容を記載してください。

様式第４号
誓約書
年　　月　　日
厚生労働大臣　殿
	住　所
	

	氏名又は名称
	

	代表者職・氏名
	



令和８年度（令和７年度補正予算繰越）医薬品安定供給支援補助金「医薬品卸業者に対する継続的な安定供給支援事業」に係る第二次公募要領５．（１）の２、６、７、８及び９に掲げる要件に該当することを誓約します。なお、本誓約書の内容に虚偽があったことが判明した場合、又は報告すべき事項を報告しなかったことが判明した場合には、採択又は交付決定の取消しその他の措置により当方が不利益を被ることとなっても、異議を申し立てません。
誓約事項
	公募要領上の項目
	誓約内容

	２
	令和７年度及び令和５年度に実施された医薬品価格調査（販売サイド調査）に協力していること。

	６
	交付申請日以前２年間において、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号。以下「薬機法」という。）に基づく行政処分を受けていないこと。ただし、処分庁に業務改善計画を提出済みであり、当該業務改善の取組が完了している場合を除く。

	７
	本事業を的確に遂行できる組織、人員、経営基盤、資金等の管理能力を有すること。

	８
	厚生労働省等から補助金交付停止又は指名停止を受けている期間中でないこと。

	９
	「安定供給適正化・地域貢献事業」及び「医薬品供給体制高度化事業」の申請においては、公募要領５．（１）９に定める中小企業要件に該当していないこと。


※　上記は公募要領の応募資格に係る誓約事項です。応募に当たっては、公募要領の全文及び提出書類一覧を併せて確認してください。

様式第５号
応募要件自己確認書
【趣旨】本様式は、応募者自らが公募要領に定める応募要件及び補助対象要件への適合状況を確認するためのものです。提出されたチェック内容のみをもって適否を判断するものではなく、提出書類全体を踏まえて審査します。
1　応募要件の自己確認
	確認事項
	確認
	備考（必要に応じて記載）

	公募要領の内容を確認し、その内容を理解している。
	□
	

	応募資格を満たしている。
	□
	

	申請する取組が補助対象事業に該当する。
	□
	

	補助対象外経費は含まれていない。
	□
	

	令和8年度中に契約、履行及び成果確認が可能である。
	□
	

	公募要領に定める補助対象外となる事業に該当しない。
	□
	

	（高度化事業）複数年度計画を有している。
	□
	

	（高度化事業）令和8年度実施分を明確に区分している。
	□
	

	（高度化事業）補助事業終了後も継続的な運営を予定している。
	□
	

	（高度化事業）第一次公募で申請又は採択された事業と同一又は実質的に同一の取組ではない。
	□
	


2　自己確認結果
□ 上記の全てについて確認しました。
□ 確認事項のうち該当しない項目があります。（内容を以下に記載してください。）
	



3　代表者確認
本書の内容は、応募日時点における当社の認識に基づき確認したものです。
	年月日
	法人名
	代表者職・氏名

	
	
	


様式第６号
複数年度事業計画書
1　事業全体の概要
※ 事業全体の目的、最終的に目指す供給体制及び事業全体の概要を記載してください。







2　複数年度で実施する理由
※ 単年度ではなく複数年度で実施する必要性を、工程、設備導入、システム構築、地域調整等の観点から具体的に記載してください。






3　事業全体ロードマップ
	年度
	主な実施内容
	主な成果物

	令和8年度
	
	

	令和9年度
	
	

	令和10年度
	
	



4　事業全体の投資計画
	年度
	主な投資内容
	総事業費（予定）

	令和8年度
	
	

	令和9年度
	
	

	令和10年度
	
	

	合　　計
	
	



※ 総事業費は各年度に予定する事業全体に要する経費を記載してください。
5　令和8年度事業の位置付け
	項目
	内容

	令和8年度で完了する範囲
	

	令和9年度以降に予定している範囲
	



6　補助事業終了後の運営計画
	項目
	内容

	運営主体
	

	維持管理体制
	

	補助終了後も継続できる理由
	

	その他特記事項
	


※ 補助終了後も自立的な運営が可能となる体制及び維持管理の考え方を記載してください。
7　事業全体の完成イメージ
※ 事業完了後の供給体制の姿を文章、概念図、ネットワーク図等により自由に記載してください。
	




様式第7号
医薬品供給体制高度化事業応募区分確認書
【趣旨】本様式は、医薬品供給体制高度化事業における補助上限額の区分を確認するため、応募者が自らの供給体制に照らして「広域卸」又は「地域卸」のいずれで応募するかを申告するものです。最終的な区分は、応募書類全体を踏まえて厚生労働省が確認します。
1　基本情報
	項目
	記載欄

	法人名
	

	代表者職・氏名
	

	本社所在地
	


2　応募区分
該当する区分を一つ選択してください。
	応募区分
	定義
	選択

	広域卸
	全国又は複数の地方ブロックにおいて医薬品供給ネットワークを構築し、広域的な需給調整機能を担う医薬品卸売販売業者
	□

	地域卸
	特定の地域を中心として医薬品供給を担い、当該地域における安定供給に重要な役割を担う医薬品卸売販売業者
	□


3　応募区分の根拠
	項目
	内容

	主な営業・供給地域
	

	供給ネットワークの概要
	

	需給調整又は地域安定供給上の役割
	

	その他、応募区分の判断根拠
	


※ 必要に応じて、営業地域図、物流拠点一覧その他応募区分の根拠となる資料を添付してください。
4　代表者確認
本書の記載内容は、応募日時点における当社の供給体制及び事業実態に基づくものです。
	年月日
	法人名
	代表者職・氏名

	
	
	



